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開  会 

【事務局】  それでは、定刻となりましたので、若干遅れていらっしゃる

方もいらっしゃいますが、ただいまから、社会資本整備審議会・交通政策審

議会の計画部会を開催させていただきたいと存じます。 

 委員の皆様方には大変お忙しいところ、ゴールデンウィーク前の時間をお

取りいただきまして、誠にありがとうございます。私は、事務局を務めさせ

ていただいております政策課の企画官の海堀でございます。よろしくお願い

申し上げます。 

 それでは最初に、お手元の資料のご確認をさせていただきたいと思います。

お手元に議事次第、配席図、資料を、資料１、２、３－１、３－２、４、５、

６と用意させていただいております。もしお手元に資料が漏れていることが

ございましたら、お知らせいただきますようよろしくお願い申し上げます。 

 また、先日の社会資本整備審議会、それから交通政策審議会の委員の改選

に伴いまして、皆様のお手元の封筒の中に指名書あるいは臨時委員の任命書

などを同封させていただいております。よろしくご査収のほどをお願い申し

上げます。 

 本来であれば、委員の改選を踏まえて、委員の先生方皆さんのご紹介をさ

せていただくべきところではございますが、討議の時間を十分取らせていた

だきたいと考えておりますので、大変恐縮でございますが、お手元にお配り

しております委員名簿、配席図をご覧いただきまして委員の皆様のご紹介に

代えさせていただきたいと存じます。よろしくお願い申し上げます。 

 また、本日、総員２８名中、現在のところ１８名、あと２名の方が遅れて

ご参加ということを伺っております。社会資本整備審議会令の９条３項及び

交通政策審議会令８条３項による定足数を満たしておりますことをご報告さ

せていただきます。 

 続きまして、国土交通省側からの出席者を紹介させていただきます。社会

資本整備重点計画のとりまとめをしております総合政策局長の丸山でござい

ます。 
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【丸山総合政策局長】  丸山でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  総合政策局からは、関係の審議官、課長が出席させていただ

いております。よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、議事に先立ちまして、総合政策局長から一言ご挨拶申し上げま

す。 

【丸山総合政策局長】  紹介いただきました総合政策局の丸山でございま

す。社会資本整備審議会・交通政策審議会第４回の計画部会の開会に当たり

まして、一言ご挨拶を申し上げます。 

 委員の皆様方におかれましては、平素から国土交通行政に各般のご支援、

ご協力いただきまして、誠にありがとうございます。また、本日は、ゴール

デンウィーク前本当にお忙しい中ご参集いただきまして、ありがとうござい

ます。 

 本計画部会は、従来、道路なら道路、港湾なら港湾と、別々にできており

ました事業分野別の長期計画を一本化する社会資本整備重点計画をご審議い

ただくために平成１５年５月に発足いたしまして、今回で３年目を迎えるこ

とになったわけでございます。１５年１０月に閣議決定されました社会資本

整備重点計画におきましては、計画内容を例えば５ヶ年で何兆円というよう

な事業量から、国民から見た場合の達成される成果に転換をいたしました。

また、事業間の連携の強化ですとか、事業評価の厳格な実施、コスト縮減な

ど、国土交通省として社会資本整備の改革にどう取り組むかというものが強

く出た内容になっておるところでございます。 

 平成１５年に開催されました第１回、第２回の計画部会の審議におきまし

ては、この原案についてご審議をいただいたところでございます。また、昨

年の第３回の計画部会におきましては、この重点計画のフォローアップをご

審議いただきまして、政策評価と連携いたしました重点計画の着実な進捗に

関して貴重なご提言をいただいたところでございます。 

 本日は、先ほども話がありましたが、この２月と３月に社会資本整備審議

会、交通政策審議会の委員が改選になりまして、最初の計画部会ということ

でございますので、委員の皆様方で計画部会長をまず互選いただきまして、
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その上で、計画部会における今後の検討課題につきましてご審議いただきた

いと思っています。これは皆様方に改めて申し上げるまでもないことでござ

いますが、厳しい財政状況の中で公共事業は毎年減少してきておりまして、

金額で言いますと、ほぼバブル期の前ぐらいまでの水準になっております。

一方、三位一体改革などの動きの中で、公共事業改革が引き続き求められて

いるというのが現下の状況でございます。また、経済財政諮問会議をはじめ

としました様々な方面でも、社会資本整備のあり方に対するご議論、ご意見

をいただいているところでございます。 

 一方、これから本格的な少子高齢社会を迎えます。また、昨年は特にそう

でございましたが、近年特に災害へどう対応するかということも非常に大き

な問題になっておるわけでございます。それから、東アジア全体のことを見

ましたときに、わが国の国際競争力を維持強化するために社会資本整備はど

うあるべきかというような視点も必要かと思います。そういういろいろな今

申し上げましたような状況の中で、社会資本に対する新たな課題にどう対応

していくかということも非常に重要な問題であるというふうに私どもは認識

しております。国土交通省といたしましては、社会資本整備重点計画に基づ

きまして、これまで以上に重点的、効果的かつ効率的に社会資本整備の推進

を図っていきたいと思っております。今後の社会資本整備のあり方につきま

して真摯に検討を重ねた上で、次期重点計画を見据えました新たなニーズや

課題にも対応した社会資本整備に向けまして積極的に取り組んでいきたいと

思っております。委員の皆様方からの様々な見地からご意見を承れれば幸い

と存じております。 

 最後になりますが、私どもこの部会でのご意見も踏まえまして、国土交通

行政の積極的な推進を今後も図っていきたいと思っておりますので、一層の

ご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げまして、ご挨拶とさせていた

だきます。本日はありがとうございます。 

【事務局】  引き続きまして、議事に先立ちまして、金本良嗣前部会長の

任期満了に伴う部会長の互選につき委員の方々にお諮りをさせていただきた

いと存じます。 
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 どなたかご推薦いただければと存じますが、いかがでございましょうか。 

【山内委員】  推薦がございます。 

 社会資本整備審議会、それから交通政策審議会に委員としてご所属されて

いらっしゃって、また、その両方の領域に極めて高い見識をお持ちでありま

す。また、第１回から第３回まで計画部会の部会長を務められました東京大

学の金本先生が適任かと存じますので、推薦をさせていただきます。 

【事務局】  ありがとうございます。 

 ただいま山内委員から、引き続き金本委員に部会長をというご発言があり

ました。委員の皆様方、いかがでございましょうか。 

             （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

【事務局】  ありがとうございます。 

 ただいま、「異議なし」とのご発声をいただきましたので、引き続き金本

委員に本計画部会の部会長をお願いしたいと存じます。よろしくお願い申し

上げます。 

 それでは、金本委員には部会長席にお移りいただくとともに、ご挨拶いた

だきたいと存じます。よろしくお願い申し上げます。 

【金本部会長】  ただいまご指名いただきました金本でございます。 

 これまで３回ほど務めさせていただきましたけれども、なにせ膨大で多岐

にわたるものでありまして、私一人で任を負えるものではございませんので、

何卒、委員の方々の英知を結集いただきまして、よいものをつくっていただ

くようにお願いをして、ご挨拶とさせていただきます。到底私一人でカバー

できることではございませんので、よろしくお願いをいたします。 

【事務局】  よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、これより議事に入らせていただきたいと存じます。よろしくお

願いいたします。 

 それでは部会長、進行をよろしくお願いいたします。 

【金本部会長】  早速でございますが、お手元に当面の検討課題について

ということがございますので、これについて、まず事務局からご説明をいた

だきたいと思います。よろしくお願いいたします。 
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【内田政策課長】  政策課長の内田でございます。よろしくお願いいたし

ます。座りまして、資料のご説明をさせていただきます。 

 お手元に資料の中身といたしましては、２～６までお配りさせていただい

ております。本日は、新任の委員の皆様方もいらっしゃいますので、社会資

本整備をめぐる現状を、かなり各方面からご紹介させていただきたいと思い

ます。なにせ資料が膨大でございますし、１回目でもございますので、なる

べくフリートーキングのお時間もお取りいただければと思いますので、資料

のご説明は大変駆け足になろうかと思いますが、ご不審の点がございました

ら、また後ほどお尋ねいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 まず、資料２をご覧いただきたいと思います。 

 こちらには２枚ほどになっておりますけれども、社会資本整備審議会・交

通政策審議会計画部会の趣旨・開催経緯等が書いてあります。現在まで、３

回開催いたしまして、計画案の審議とかフォローアップというようなことを

いたしております。もとより担務は１５年５月に重点計画の案につきまして、

必要な事項を調査審議するために設置されたということでございます。 

 次のページが組織図となっておりますが、この図でご覧いただきますよう

に、社会資本整備審議会と交通政策審議会両審議会の一番ブリッジする部分

で中核的な役割を担っていただくというような部会になっております。 

 そこで、一番の基本任務でございます社会資本整備重点計画とは何かとい

うことでございますが、資料３－１、３－２ということでお配りをさせてい

ただきます。このブルーのパンフレットをお開きになってご覧いただきます

と、ご案内のように、従来、社会資本整備に関する計画でございますと、例

えば道路５計とか、港湾５計という言葉で言われておりましたように、昭和

２９年以来、そういう事業分野別５計があったわけでございます。それを平

成１５年１０月に、いわば５０年ぶりでございますけれども、国土交通省の

発足を一つの契機といたしまして、９本の事業分野別の計画を一本化したと

いうことでございます。また、もとより各５計は物量で積み上げていたわけ

でございますけれども、それは予算獲得のための計画じゃないかというよう

な声も当時からございまして、そうではなくて、例えば見開きの資料の右側
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にございますような、我々は「アウトカム指標」と呼んでおりますが、政策

分野別のアウトカムを指標化して表しているというようなことでございます。

また、社会資本整備の改革方針とか、そういうようなことも決定していると

いうことでございます。この期間でございますが、対象期間は、平成１５年

度から５ヶ年間というようなことになっております。また、先ほどお話し申

し上げましたように、年々フォローアップもしつつ、それを政策にプラン・

ドゥ・シーという回路で反映させていくというような仕組みをとらせていた

だいているところでございます。 

 次に社会資本整備重点計画の説明はこのあたりにさせていただきまして、

資料４をご覧いただければと思います。資料４に、計画部会における今後の

検討課題を載せさせております。２ページ目にフローチャートがありますの

で、むしろこのフローチャートをご覧いただきながらお聞き取りいただいた

ほうがよろしいのではないかと思いますが。 

 まず、検討課題でございますが、現在の重点計画は、先ほどご説明申し上

げましたように、平成１５年度から１９年度までの５ヶ年ということになっ

ております。したがって、その直前になりますと、いろいろなローリングを

していくわけでございますが、やはり先ほど局長の挨拶で申し上げましたよ

うに、社会資本を取り巻く状況は非常に大きな変動をしておりますというこ

とがありますので、直前になってバタバタというよりも、現在からお集まり

いただきまして、このフローチャートの中段、４月２８日の計画部会は本日

に当たるわけでございますが、計画体系とかそういうものの前に社会資本整

備を取り巻く状況のご認識ですとか、今後の整備に当たっての基礎的な考え

方の整理というようなものをご議論いただきまして、年内に中間とりまとめ

をいただきまして、それを受けまして、次期重点計画のあり方ですとか、目

標・指標の検討ですとか、公共事業の改革みたいなものを含めました整備手

法のご検討をいただくということでございます。もちろん社整審にしろ、交

政審にいたしましても、先ほどの構成図でご覧いただきましたように、様々

な各事業分野別の分科会ですとか、懇談会がありますので、そういうご議論

ともフィードバックしながらやっていくということでございます。それから、
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現在、新たな国土形成計画を全国総合開発計画に代えまして、国会にご提案

申し上げているところでございます。その法案が成立したらば、相伴って国

土形成計画の策定も、これは別の審議会でございますが、されていくことに

なろうかと思います。それが非常に大雑把に見ましたここ数年間の計画部会

でご議論を賜りたいということでございます。 

 それでは、当面どうするのかということでございます。資料５と資料６と

いう形で一括で綴じさせていただいておりますが、資料５、資料６という形

でご説明をさせていただきたいと思います。 

 中間とりまとめに向けた当面の検討課題ということにさせていただいてお

りますが、中間とりまとめと言いますよりも、むしろ、現在の社会資本整備

を取り巻く状況というようなものをいろいろな角度から資料として整理をさ

せていただいております。したがいまして、資料５は一枚紙でございますの

で、資料５と資料６を照らし合わせながらご覧いただければというように考

えております。 

 まず、資料５をご覧いただきますと、ここに５つの箱を書かせていただい

ておりますが、第１の論点といたしまして、必要性ですとか、規模の論議と

いうものが大変なされておるところでございます。経済財政諮問会議でも、

歳入・歳出一体改革というものが今後の議論の一つのポイントということに

なるわけですけれども、そのような聖域なき歳出削減が求められております

中で、今後の社会資本整備の規模とかそういうものをどう考えるべきかとい

うことでございます。そこには資料５に３つぐらい白い○を書かせていただ

いていますが、いろいろなご意見がございます。今後の人口減少社会を見据

えますと、社会資本整備は縮小していくべきだと、後ほどそういう議論もご

紹介させていただきますが、そういう指摘もございます。かといって、それ

でどの程度なり、方向によって支障は生じないというようなことでございま

すとか、わが国はずっと欧米先進諸国をキャッチアップしてきたというのが

戦後の社会資本整備の一つの形かと思いますが、もう概成したんじゃないか

と、あとはもう管理段階に移ればいいのではないかというような議論もござ

います。また、これは一種財政論からですが、公共事業費なり、公的資本形
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成の水準は、諸外国に比べまして高いと指摘されているが、どうか。適正な

水準をどう考えるかというような論点がございます。 

 そのような点につきましての関係資料でございますが、資料６をご覧いた

だきますと、これは各委員の方々ご案内のことばかりでございますので、も

う一度頭の整理ということでございますが。例えば１ページ目に人口の長期

的推移というのがございます。これをご覧いただきますと、日露戦争頃から

ぐっと人口が伸びてまいりまして、第二次世界大戦を経て増加し続けており

ます。人口問題研究所等の将来予測では、来年２００６年にピークを迎えて、

以降は低位・中位・高位の推計はございますが、人口減少社会に向かうとい

うことが言われておるところでございます。来年のピーク時点では、約５人

に１人が高齢者ということでございますが、２０５０年頃には、３人に１人

が高齢者という社会を迎えると、こういうことを見据えながら、インフラ整

備面でどういう対応をしていくのかということがあろうと思います。 

 それから２ページ目でございますが、財政制約ということで、「公共事業

関係費（国全体）の推移」がございます。これも、緑の棒グラフが当初予算

ベースですが、４年連続ずっと減少し続けておりまして、例えばでございま

すが、ピーク時からは補正予算も含めまして半減してきているというような

状況でございます。また、左側の小さい箱の中に入っておりますが、これも

経済財政諮問会議等でも中心的なテーマとなっていこうかと思いますが、社

会保障関係費というものがずっと増加をしていると。そういう中で公共事業

関係費は、平成７年を境としてぐっと下がってきているというような状況で

ございます。 

 それから３ページをご覧いただきますと、よく社会資本整備は国民の借金

で行なわれるという議論がございます。もちろんそのとおりでございまして、

基本的には建設公債を財源として整備しておるわけでございますが、ここに

ございますような特例公債というのは、別に社会資本整備のためではない、

普通の歳入欠陥を補う公債でございますが、ご覧のように近年の発行量をご

覧いただきますと、例えば平成１７年度では、建設公債は１８％で、残りの

８２％の国の借金は他の支出に充てられておるということでございます。ま
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た、折れ線グラフが残高ということでございますが、これも平成１５年度で

ございましょうか、特例公債と建設公債のストック量も逆転しておるという

ような状況でございます。 

 それから４ページをご覧いただきまして、経済財政諮問会議を経て閣議決

定するのがこのごろの予算を通じて表現されるような各施策の基本的なロー

テーションということで、毎年繰り返されておるわけでございますが、毎年

年の初めに「改革と展望」が閣議決定されるというような状況になっており

ます。このもととなりますのが、小泉政権の前ですが平成１４年１月２５日

に「財政構造改革と経済財政の中期展望」これを「改革と展望」と訳してお

りますが、これが閣議決定されて以降、毎年度、改定されているということ

でございます。 

 真ん中の黄色でございますけれども、この中で歳出面の改革といたしまし

て、公共投資につきましては、２００６年度までの間、これは集中改革期間

でございますが、景気対策のための大幅な追加が行なわれた以前の水準を目

安に、さらなる重点化・効率化を推進するとともに、コストの縮減等を行な

うというようなことが明記されておりまして、それが毎年のローリングの中

でこのような基準が踏襲されておるというようなことでございます。 

 また、この下半分には、政府全体の規模ということでございます。これも

皆様方はご案内のように、２００６年度までの間は、政府の大きさは２００

２年度の水準を上回らない程度を目指すということですとか、２０１０年代

初頭に基礎的財政収支の黒字化を目指すというようなことがございます。そ

れから、歳入・歳出一体改革と申し上げましたけれども、その一体改革を重

点強化期間２００５年度・２００６年度と、今年度と来年度に結論を得るこ

とになっております。公共投資についてや、個人の財政規模という観点から、

もちろんこれは社会保障でございますとか、あるいは税とか歳入でございま

すとか、トータルにご議論を各方面でしていただくことになるわけでござい

ますが、そういう状況にあるということでございます。 

 それから次に５ページでございますが、「日本２１世紀ビジョン」でござ

います。これは、先の４月１９日に経済財政諮問会議に報告された、２０３
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０年頃を視野に置いたビジョンというようにされているところでございます。

ビジョンの意義でございますけれども、先ほどの人口減少、少子高齢化の下

で構造改革の先にどのような活力ある経済社会が実現するのかということを

描くということを目的としつつ、毎年６月に「骨太の方針」が決定されます

が、そういうものに対する長期的な方向性を示すというようなことでござい

ます。繰り返しになりますが、そこで、この黄色の矢印の中にございますよ

うに、人口減少が本格化し始める中で、２０１０年代初頭のいわゆるプライ

マリーバランス回復の目標のための徹底的な改革が必要だと。特にここ１～

２年が重要だというようなことが書いてございます。幾つかのワーキンググ

ループを設けて議論がなされましたが、次の６ページをご覧いただきますと、

報告書の本体が専門調査会報告というように位置づけられております。「構

造改革」とか、「小さくて効率的な政府」、「自立的な分権社会」とか、

「地域政策における選択と集中」といったテーマがあります。この中では、

例えば人口が著しく減少する地域ということで、過疎地域だけではなくて、

かつてのニュータウンがゴーストタウン化と、ちょっと表現が我々は不適当

だとは言っておったんですが、そういうような懸念が表明されて、コミュニ

ティの維持をどのように集約化しつつ進めていくのかというような問題意識

が提示されておられたようでございます。また、社会投資ファンドというも

のの活用を挙げられておりました。 

 この場でのご議論に関係の深いワーキンググループでございますが、経済

財政展望ＷＧ。繰り返しになりますが、人口減少下では、多くの資源を社会

資本整備に向けなくても、一人あたりで当然でございますが、高水準のスト

ック維持が可能になるとか。また、右のほうの生活・地域ＷＧの報告書をご

覧いただきますと、先ほどの選択と集中ということでございますが、例えば

３つ目の「・」では、今までは人の住む場所に社会資本整備を行なうという

ことを原則としてきたわけでございますが、これからは、人々の住居の選択

の自由と公共サービスの提供とが必ずしも両立しないということを明確にし

ていくべきだというような問題意識が提示されております。とは言いまして

も、一番下の「・」にありますように、災害防止関係でございますとか、国
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土保全、あるいはグローバルな交通ネットワークというようなものは別に人

口あてにあるわけではございませんので、これらについては引き続き国の役

割も大きいというようなことが明記されておるところでございます。 

 また、次に７ページ以降は、これも皆さんご案内ですから、ざっとご覧い

ただいたらよろしいかと思いますが、諸外国と比べた社会資本整備の状況を

７ページと８ページに挙げさせていただいております。一番最後の８ページ

の⑧の無電柱化率のように、東京２３区はまだまだ低いというようなことと

か、いろいろまだ立ち遅れがあるというような状況かと思います。 

 次に９ページをご覧いただきますと、先ほど、諸外国と比べて日本はまだ

まだＧＤＰ比率が高いという指摘があるということをご紹介申し上げました

けれども、政府の固定資本形成を抑えておりますので、かなり急激に減って

おります。ここでいきますと赤の菱形が日本でございますが、２００４年度

は３．６％になっております。横で黄色で迫っておりますのがフランスです

ので、かなりフランス並みになってきたと。ただ、例えば英国はブルーで一

番下を１・数％になっておりますので、英国とかドイツとか比べればまだ高

いと。逆に、緑の三角が韓国でございますが、韓国はまだまだ高位にとどま

っているというような状況がございます。ただ、これは国連の経済統計でや

っておりますし、固定資本形成でございますので、当然、整備が進むと維

持・改修費が増えてくるわけでございますが、維持管理費というものが、こ

れも外にございます。例えばこういう資本形成の低いいわば先進国と言って

いいんでしょうか、欧米諸国では、逆に、維持・修繕費等が非常に高くなっ

て、日本はまだそこまで高くないというのがこの外の世界にあったり、いた

ずらにこの統計だけを見て議論するのは一方では問題もあろうかというよう

に我々は考えているところでございます。 

 また、１０ページをご覧いただきますと、これも言うまでもないわけです

が、外国と単純に比較するといいましても、ここにありますように、道路の

高低とか、あるいは左下にありますようにトンネルとか橋とかが米国と比べ

ますと圧倒的に多いというようなこととか、状況はかなり違うということが、

国土条件一つを取りましてもあるのかなというような状況でございます。 
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 これが第一の論点かと思います。こういうことを念頭に置きながら、適正

な規模を考えていく必要があるのかなということでございます。 

 それから２番目といたしまして、資料５もご覧になりながらご覧いただき

ますと、「対応すべき課題」と。２１世紀を見まして対応すべき課題がござ

います。これは、もちろん去年から大変なことになっております災害ですと

か、あるいは東アジアとの国際競争を見据えた論点、あるいは環境とか、少

子高齢化とか、あるいは地域が大変疲弊しておりますと、地域経済の活性化

とか、まだまだ社会資本整備によって対応すべき課題があるのではないかと

いうことを一部ご紹介をしております。 

 １１ページをご覧いただきますと、「高い日本の自然災害リスク」という

ことでございます。これも昨年来、資料を挙げるまでもないという感じだと

思いますが、右の上をご覧いただきますと、気候変動が原因でしょうか、集

中豪雨が大変飛躍的に増大しているというような状況でございます。また、

左下のように、これも当然と言えば当然でございますが、地震大国であった

り、右下にございますように、洪水氾濫域が地理的には国土の１割でござい

ますが、そちらに人口の半分とか、資産の４分の３が集中しているという大

変特殊な国土の状況ということが挙げられるかと存じます。 

 次の１２ページには、アジアにおける日本の地位というようなことがござ

います。これもいろいろ取り上げられておりますので、細かい説明は割愛さ

せていただきますけれども、例えば左の箱の真ん中の欄で、港湾のコンテナ

貨物量がございます。１９８０年当時は、例えば神戸が４位でしたり、横浜

が１２位であったりしたわけでございますが、細かい表で恐縮でございます

が、２００３年、ここ２０年のうちに大幅にランクが変わりまして、もちろ

ん神戸は阪神大震災等々の影響もあろうかと思いますが、４位から３２位と

か、横浜が１２位から２７位とかというような状況になっております。また、

左下の観光しかりでございまして、受け入れランキングは、東アジアの中で

どんどん低下してきているというような状況でございます。こういう中で、

矢印の右にありますように、東アジアとの産業の分担関係、分業関係を見据

えながら、それを下支えするようなインフラとか物流をどう考えていくこと
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かというようなことですとか、東アジアの日帰り可能圏の形成とか、あるい

は環境、観光立国ということが今は一つの国是となっておりますが、そうい

う状況があるということかと思います。 

 それから資料の１３ページをご覧いただきたいと思います。これは環境問

題ということでございますけれども、地球の温暖化とか、ヒートアイランド

現象と、国内外の環境問題が顕在化しているということでございます。これ

も改めてご説明するまでもないわけでございますが、昨年の夏もヒートアイ

ランド現象ということで大変でございましたが、右上の図でご覧いただきま

すように、１９８１年～１９９９年を比べるだけでも、これは３０度以上の

延べ時間の広がりということが挙げられておりますけれども、非常にヒート

アイランド化が進んでいる。おそらく、これは１９９９年まででございます

ので、現在はもっと急速に進んでおるというようなことが言えるのではない

かということでございます。地球温暖化問題を取り上げても、ヒートアイラ

ンド以外ももちろんございますが、このような環境上の問題が顕在化してい

るというようなことかと存じます。 

 １４ページは、市街地の問題、まちづくりの問題でございます。現状が左

のほうに書いておりますが、仮に大都市圏、中枢・中核都市、地方中小都市

と３つに分類するとしますと、いずれも人口減少は２０５０年には激しいわ

けでございますが、意外と、中枢・中核都市、地方のブロックの中心となる

ような都市が地方中小都市よりも人口減少率は少ない、あるいは大都市圏よ

りも少ないというような状況が出ております。一方では、一番下の地方中小

都市ということでも、大変な労働力人口の減少というものが予測されまして、

都市的機能喪失の危機が叫ばれているわけでございます。そういう中で、例

えば大都市圏では、国際競争力を踏まえた、今は都市再生が一方の大きなテ

ーマとなっておりますが、そういう経済活力の維持・強化と。それから、中

枢・中核都市などでは、身近な市街地の再生、ユニバーサルデザインのまち

づくりとか、歩いて暮らせる生活圏というようなものでございますとか、ま

た、密集市街地の解消とか、あるいは郊外部、先ほどの「日本２１世紀ビジ

ョン」では、ゴーストタウンというような過激な表現もございましたが、郊
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外部をどうしていくかというような問題もあると考えております。 

 そういう中で１５ページでございますが、先ほどご紹介させていただきま

したが、いわゆる全国総合開発計画、今まで戦後、グランドデザインに至る

まで策定してきたわけでございますが、その基となる法律の改正案を今国会

に提案させていただいているというところでございます。ブルーが現在の全

国総合開発計画、赤が今提案中の国土形成計画ということになっております

が、左側のほうが仕組みになっておりますけれども、やはり全国計画と広域

地方計画という２つの体制ということでございまして、全国計画は、国が明

確な国土ですとか、国民生活、姿を明示するということでございます。一方、

広域地方計画のほうは、国と都道府県等が広域地方計画協議会を組織いたし

まして、一緒になってブロック単位で作っていくというようなことを想定し

ております。また、計画への多様な主体の参画という箱がございますけれど

も、地方公共団体から国への計画の提案というような仕組みもこの中にイン

プットされているということになっております。また、計画の中身でござい

ますが、もちろんこれは今後中身を作っていくということで、法案の内容は、

策定の手続とかそういうことが中心になっておりますが、計画事項でも、現

在の量的拡大の開発基調から成熟社会型の計画というふうに書かせていただ

いております。環境も含めまして国土の質的向上とか、ストックの活用とか、

有限な資源の利用・保全とか、あるいは地域の自立的発展とか、そのような

計画事項もいわば開発優先型から転換していこうという内容になっていると

ころでございます。こういうように今後２１世紀の様々な課題。ほかにもた

くさんあろうかと思いますし、我々の切り口では不十分な点がおそらく多々

あろうと思いますので、委員の皆様方からもまたご意見を賜れればというよ

うに考えているところでございます。 

 次が「効果」ですが、公共投資の効果というようなことが一面ではよく議

論がなされております。規模を縮減してきたわけでございますが、公共投資

の効果について、例えば経済効果は低減しておって、よく言われることです

が、かつての景気低迷期に大変多額にわたる景気対策の中で公共投資は主要

な役割を果たしたけれども、一向に景気回復に寄与しなかったのではないか
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というようなご批判が出ることも事実でございます。また、一方では、もち

ろんその経済効果というものがございますけれども、経済的効率性のみでは

図れない分野もあるのではないかという他方からの議論もあるわけでござい

ます。このへんの効果につきまして、例えば１６ページでございますが、こ

れはご専門の先生方が多い中でちょっと恥ずかしいわけでございますが、経

済効果といわれているものはこの左の欄にありますように、ストック効果と

フロー効果があるというようなことでございます。そのうちのフロー効果

（需要効果）の公共投資の乗数効果ですが、右の赤の棒グラフのように、経

済企画庁なり内閣府が新たなモデルを作るごとに、少しずつ減っているんじ

ゃないかというようなものもございます。もちろん、これは各モデル間で比

較することがそう意味があるわけでもありませんので、これだけを見て一概

に乗数効果が減っているということは即断できないのではないかというよう

なこともありますが、一般的には乗数効果が落ちているというようなことが

広く言われているようなところでございます。 

 また、１７ページですが、ＧＤＰの成長率に対する公的固定資本形成の寄

与度というようなことでございます。ピンクが公的固定資本形成でございま

すが、先ほど申しましたように、かつての景気低迷期に公共投資によって景

気回復を少なくとも下支えをしてきたと。景気低迷期をご覧いただきますと、

折れ線グラフが下がっている、例えば平成４～５年あたりはピンクの部分が

ゼロより上にあるというような状況もありますが、昨今は、いわゆる景気対

策ということで財政出動はされておりませんし、この棒グラフでご覧いただ

けますように、公的資本形成の寄与度はむしろマイナス側で推移していると

いうのが平成８年以降の経済状況ということでございます。 

 一方、地方ではどう見るか、地域ではどう見るかということでございます。

１８ページでございますけれども、これは今日は政策投資銀行の藻谷委員も

おられますけれども、そういう資料とかを使わせていただきまして分析をし

ているところでございますが、左側が地域別のＧＤＰ、右側が地域別の公的

固定資本形成ということになっております。例えば赤の四角が関東部分とい

うことでございますが、右側のように関東などでは、公的資本形成がずっと
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下がってきても、ＧＤＰとの相関はそんなにはないと。ＧＤＰはよそ並みの

低減率で落ちてきているというようなことでございます。逆に、北海道とか

東北は、一番上にあるような、これは濃い青の菱形でございますけれども、

この線形だけを見ると、地域におけるＧＤＰの成長率と固定資本形成はかな

り相関関係があるのではないかなというような状況でございます。余談にな

りますが、左の地域別のＧＤＰの推移をご覧いただきましても、黄色は中部

ですから、中部はやっぱり元気だと。中部だけがぐっと上を向いているとい

うような状況でありましたり、近畿圏は平成８年度以降の落ち込みが非常に

激しいなというようなことが、ちょっと本題からずれますけれども、こうい

うのをご覧いただけるとお分かりになるのではないかと思います。というよ

うに、何も経済効果だけから社会資本整備を見るということではございませ

んが、経済効果というようなものもここに来てもう一度整理をしておく必要

があろうかということでございます。 

 次の課題が「維持・管理」でございます。早速１９ページをご覧いただき

ますと、概成したかどうかというような論点はもちろんあるわけでございま

すが、左にありますように、社会資本のストック量は相当積み上がってきて

いると。戦後の努力で積み上がってきているということが実態でございます。

ただ、積み上がるにつれて、当然ながら、これは維持・補修とか、更新投資

というものに反映してくるのが右側のグラフでございます。これは、総投資

量を２００１年度から２％ずつ下げていきまして、２０２５年度ぐらいで一

定にしたらどうなるかということでございます。緑が新規投資ということで

ございます。また、ブルーが更新投資。その下に維持・補修とか、赤の災害

復旧というものがございますが、このように公共投資を２％ずつ低減させて

いった場合は、２０２５年度から２０３０年の間ぐらいでございましょうか、

そこで更新投資のほうが上回ってはみ出る部分が出て、今あるやつを更新し

たり維持するだけでも追いつかない。いわんや新規投資はほとんど不可能に

なるというようなのが、この一つの計算では２０３０年のちょっと前という

ようなことでございます。もちろん、これも様々な過程とか計算の仕方がご

ざいますので、一つの１例として挙げさせていただいているところでござい
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ます。 

 それから２０ページをご覧いただきますと、地方単独事業。維持・補修の

関係とか更新投資は、国の予算というよりも地方単独事業で行なわれている

ことが多いわけですが、これも皆さんご案内のように、地方財政はある意味

では国以上に厳しくなっているという面もございますので、地方単独事業と

いうものが赤の折れ線グラフのように大幅に落ちていると。したがって、こ

れは維持・補修とか更新というものが急激に落ち込んでいるなと。このへん

の影響をどう見ていくかというものももう少し細かく分析しなければいけな

いというように考えているところでございます。 

 以上のように、これから、もちろん今後ご議論をしていただく必要はあろ

うかと思っておりますが、維持・管理とか補修を見据えながら、一方では新

たな需要に対処していくにはどうすればいいのかというのがますます今後の

課題になろうかと思います。 

 それから５番目の最後のグループでございますが、「効率的執行」という

ことでございます。重点的・効果的・効率的な実施ということをさらにする

べきじゃないかと。まだまだほかの民間分野に比べても無駄が多いのではな

いかという議論がございます。私どものやっている努力をご紹介させていた

だきますと、２１ページにご覧いただきますように、新規採択時、それから

採択後、着工するまでに再評価。それから再評価してから、５年ごとに再評

価して、完了後も事後評価をするというような仕組みをとって、それを事業

評価カルテと一括したりしておりますし、右の欄でご覧いただけますように、

再評価結果で１５事業を中止しましたり、あるいは平成１０～１６年度の間

では、３３３の事業を中止したりというようなことをやっているということ

でございます。 

 それから次の２２ページでございますが、技術開発等を通じたコストの縮

減ということでございまして、現在の取り組みでは、一番下をご覧いただき

ますと、平成１５年度からの５年間で１５％のコスト縮減。その前の５年間

で実績では、１３．６％コストの縮減をしているわけでございますが、加え

得るに現在１５％の縮減を目標に努力をしておるというようなところでござ
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います。 

 それから２３ページをご覧いただきますと、昨年の三位一体ということで

ございます。ご案内のように三位一体の一つの柱として税源移譲がございま

すが、冒頭の資料でご覧いただきましたように、社会資本整備は基本的には

公債でやっておりますので税財源じゃないわけでございますから、国土交通

省関係をご覧いただきますと、税源移譲に結びつくものは、公営住宅の家賃

収入補助とか、そういう借金でやってない部分でございます。それからあと

は、借金でやっているものといたしましては、スリム化とか、交付金化とか、

一部の小規模事業の廃止とか、補助金も横断的な交付金といたしまして、ま

ちづくり交付金とか、地域住宅交付金とか、また、いろいろ公共事業関係で

重複間が多いと言われておりました地方道と農道ですとか、下水と集落排水、

浄化槽とか、そういうものが今年度から一本の交付金で内閣府に計上して、

内閣府で地方のヒアリングをしながら配分を決めているというような仕組み

に、これはかなり大きな変革かと思いますが、しているところでございます。 

 それから次に２４ページでございますが、これは若干私どものほうからの

お話になってしまうわけでございますけれども、なかなか公共事業はメリハ

リついてないんじゃないかというようなのがございますが、ご覧いただけま

すように、例えば空港でも、一般空港とかそういうものは抑えながら大都市

圏拠点空港は伸ばしているとか、港湾でも、地方港湾を押さえながら中枢港

湾とか、あるいは市街地整備の部分を大幅に伸ばしているとか、そういうよ

うな状況で予算にもメリハリをつける努力を、これで十分かどうかは別とし

まして、しているというようなところでございます。 

 以上、非常に幅広い分野を駆け足でご説明させていただきまして、お聞き

取りにくいところもあろうかと思いますが、資料のご説明を終わらせていた

だきます。 

【金本部会長】  どうもありがとうございました。 

 ご説明ありましたように、かなり長いスパンでこれからの審議の計画にな

っておりまして、今日はその最初ということでございます。とりあえず今日

はご説明していただいた内容についてご自由にご議論をいただいて、今後の
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議論の進め方の参考にさせていただくということだろうと思います。ご自由

に、ご質問、ご意見、お願いできますか。 

【井出委員】  今回新たに参加させていただいたということでお許し願い

たいんですが、一本化されて過去２年までの間に一体どういうふうな成果が

上がって、どういうことが課題として残されているかということを簡単に整

理していただいて、この非常に長い計画の中で現在私たちがどの辺にいるの

かということを、私自身も確認させていただきたいということが一つありま

す。 

 それと、最初の資料５で、５つの点ということで、そちらからご用意いた

だく説明があったんですけれども、急に説明を聞いて感じていたんですが、

最初の【必要性・規模】の話とそれ以降の話とはちょっと質が違うんじゃな

いかなということと、たぶんこの順序もちょっと違うんじゃないかなという

ふうに思うんですね。たぶん、インフラ整備がネットの便益がある限り、財

政的な問題がなければやったほうがいいんじゃないかというのはある意味で

当たり前で。ですから、そこに最初に対応すべき課題があって、維持管理・

更新ということも２１世紀に向けての非常に重要な課題の中の一つに含まれ

ると思うんですね。【効果】と【効率的執行】の２つも全く切り離せない問

題で、効果を測定する上で効率性が検討されるということで、これも２つに

切り離せないことで。ただ、いろいろなプロジェクトが出てきて、非常にイ

ンフラ整備ということでこういう数値の上で評価がしにくいいろいろな問題

も出てくると思うんです。そうしたときに優先順位をつけて、どういった部

分をやっていくのかということがあって、それとはまた別に規模の話があっ

て、こういう規模でやらなければいけないから、では、この優先順位とルー

ルに基づいてやろうじゃないかというふうに話が進むのが私は普通というか、

私の考え方ではそういうふうになってほしいなというふうには少し思ってお

りまして。最初にどれだけ取るかということは、国民がある意味では決める

べきで。例えば先ほど非常に公園なんかも小さいとかいろいろありましたけ

れども、国民がそれでいいと言うのであればそれでいいわけですよね。ただ、

やはり効率性があるかどうか、うまく効果が上がるかということの一つの目
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安として、諸外国に比べて高いのはなぜだろうかというふうな、それは一つ

の判断基準にすぎないわけで。どれだけたくさんあるという話とちょっと何

か質が違うのかなというふうには思いまして。 

 特に私は個人的に知りたいのは、プロジェクトのところで、特に９種類を

一本化されているわけですし、様々な地域があるわけですから、どういうふ

うな優先順位をつけていくのかとか、あるいはルールの問題はどういうふう

に考えていらっしゃるのか。そういうことを大きく３つなんですけれども、

お伺いしたいということです。 

【内田政策課長】  十分なお答えはなかなか……というか、むしろご議論

をいただきたいということでありますので、私のほうからこうすべきだと、

特にあとの２点についてはお答えするものかどうかはちょっと疑問ではあり

ます。 

 まず第１点の重点計画の進捗状況の評価でございます。これは、ここにご

ざいますパンフレットをご覧いただきますと、アウトカム指標が全部で３５

設定されております。バリアフリーの率がどうだとかあるわけでございます。

これは年に一回ずつ指標として、この計画部会でご議論いただくということ

になっております。したがいまして、これはまだ重点計画が１５年からです

ので、昨年の７月に１回目の評価をしたところでございます。ですから、昨

年段階で始まって１年に満たないものを評価しておりますので、その中でも

多少達成度合いの高いものとか低いものはございましたが、指標の変更等で

議論するほどまでの結果は出てない。次回のこの計画部会は、できれば７月

頃を予定しておりますが、そこで２年度目のアウトカム指標とかの評価をご

議論いただきたいというふうに考えております。 

 それから、各論点の組み合わせ方とか順序は、おそらくご指摘のとおりだ

ろうと思います。私どもは一定の思考過程で並べておるというよりも、むし

ろ、そこは若干我々は卑近であったのかもしれませんが、先ほど冒頭で申し

ましたような経済財政諮問会議でも、ここ一、二年で急に規模の論理が出て

きたというようなこともあって、１番目の順番でということで資料は構成さ

せていただきますが、別に私どもは一定ストーリー性を持っているわけでも
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ございませんので、むしろ、これは委員の皆様方で優先順位をご議論いただ

ければ、私どもはそれに従っていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

【金本部会長】  よろしいでしょうか。始まったばかりで、なかなかフォ

ローアップの結果を踏まえてという段階ではないんですが、順次これから数

年かけてご議論をいただくプロセスでそういう情報を活かしていくというこ

とになろうかと思います。 

 あと、なにせ非常に膨大なものでありますので、プライオリティーの決め

方みたいなところはどうやればいいのかというのは非常に難しいところでご

ざいますので、皆様方のお知恵をお借りしてといったことになろうかと思い

ます。 

 そのほか、何かございますでしょうか。 

【萩原委員】  資料５のいろいろ項目が出ておりますけれども、そのうち

の【対応すべき課題】で、社会資本整備はどのような役割を果たすべきかと、

そういう問いがされているわけですけれども、この文章を見る限りにおきま

して、後で資料６のページ１５のほうで成熟社会型の計画図、今、安全・安

心というようなことが含まれておりますけれども、このまとめの段階では含

まれていないと。特に非常に近いところで安全・安心ということが非常に問

題になっている中で、若干この全体のトーンの中で安全・安心がちょっと弱

いのかなという気がしております。かなり社会資本が整備されてきて、その

快適性、それからゆとりといったようなことが追求されてはきているんです

けれども、私の考えではありますけれども、いわゆる国民生活の基盤といい

ますか、その満足水準の根本はやはり安全・安心であって、それが満たされ

て快適性を追求し、なおさらゆとりを追求するというような、そういう構造

であるのではないかと思っております。 

 一時期の非常に高度経済成長期の社会資本整備の過程で、環境の面や何か

が非常に整備が遅れてきたということもあり、どちらかというとハードの社

会資本整備よりは環境というような方面に向けるべきだというような、そう

いう形で進んできたようにも思うんですけれども。その一方で、安全・安心
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がちょっとないがしろにされてきたのかなという感がちょっと否めない気が

しております。ぜひ、この点についてこの機会にもう一度再検討をしていた

だきたいと思っております。 

 それからもう一点ですけれども、【効果】のところですが、この資料によ

りましても、経済効果、ＧＤＰとかいろいろなことを書いてございますが、

かつて高度経済成長時期の国土計画など、いろいろ経済計画もそうですけれ

ども、ＧＤＰを目標にしてきたということの反省で、環境とかいろいろ生活

とかというようなところに関心が向けられてきたように思っております。そ

うしてみると、２１世紀に入ってきて、もちろん経済力が阻害されていいと

いうことではないんですけれども、非常に多様な価値観を持った社会になっ

てきている中で、この一つの経済的な指標だけでよいのかという。もう少し

多様性を入れ込んだ評価のようなものをもっとしっかりと考えるべきではな

いのかというふうに思います。一つ財務省あたりで費用便益分析というよう

な形で便益というものを評価する動きがございますけれども、まだ経済的に

貨幣換算できるものだけというような制約もございまして、なかなかうまく

いってないのではないかというふうに私自身の考えですが、そういうふうに

思っています。特にヨーロッパあたりで普及しております多基準評価という

ような、あるいは多基準分析とか、様々な名前で呼ばれております。これは

一つの手法ではありませんで、いろいろな手法がございますけれども、そう

いうような手法の検討を行なうというようなことも今後考えていくべきでは

ないかなと。特に費用便益分析の場合には、効率性ということは非常に評価

できますので、その財政的な制約の中で効率性を追求するという場合には非

常に適切な手法かと思いますけれども、やはり公平性というようなこと、そ

れから価値観の多様性ということを考えたとき、多様な主体がいるというよ

うなときに適用できる手法の開発をぜひ進めていただきたいと思います。 

 以上です。 

【金本部会長】  安全の問題は非常に重要な課題で、今までないがしろに

したというふうにはたぶん事務局側はおっしゃらないと思いますので。ただ、

それをいかに合理的に考えていくかということは、これからの検討課題だと
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思います。多基準的なものがないかというとそうではなくて、高速道路の評

価のときは、費用便益に加えて様々な評価基準で評価表を出して、その結果

が公表されておりますが。それなりに取り組まれているということかと思い

ます。ただ、実際に、基準で数字を出すのはいいんですが、最終的にそれを

一つの次元にまとめるところでなかなか解答がないということで、ヨーロッ

パでもやっている国はありますが、必ずしもコンセンサスがあってみんなが

使うという感じではないのかなという気がいたします。それも含めてこれか

らの検討課題ですので、よろしくお願いいたします。 

【藻谷委員】  政策投資銀行の藻谷でございます。 

 私は、先ほどの大都市圏のゴーストタウン化なる過激な言葉について責任

を持っている人間で、私が書いたわけじゃなくて、どこかで口走った言葉が

一人歩きしたのか、勝手にそれが書き込まれまして、これはちょっと違うん

じゃないかと私から戦ったんですが、全く力がありませんで、大変ご不快な

ご迷惑をおかけしたと思います。それは内輪の話ですみません。 

 「日本２１世紀ビジョン」のほうのワーキンググループのほうにかんでお

りましたので、こういうものでありますが、今回は社会資本整備審議会に呼

んでいただけたので、ぜひ社会資本ユーザーの立場から、私はたぶんこの中

では一番自分のお金と時間でありとあらゆる社会資本をヘビーに使っている

人間でございますので、逆に使い勝手という観点からは、すばらしいものと

とんでもないものと日々感じております。そういうことで申し上げたいと思

うんですが。 

 今の基本的なところでは、私も、ご質問になられた、ご意見を言われたと

おりでありまして、これは昔から考えている基本的な疑問で、逆にお答えが

いただけると思うんですが、社会資本というのは、経済効果が出る公共投資

だけが社会資本なんでしょうか。例えば電線を地中に埋めたとしますね。そ

うしますと、それでＧＤＰが向上するかということなんですが、当然、直接

埋めた人の人件費でケインズ的な効果があるということ以外は、電線を埋め

たことによって直接ＧＤＰが上がるという検証は非常に難しいと思います。

そのことが間接的に日本に観光客を増やすとかということがあればいいんで
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すが、別に何でもないところに電線を埋めても観光客は増えないと思うんで

すね。じゃあ、電線を埋めなくていいのかということでありまして。 

 私は銀行員なものですから、一つ一つのプロジェクトは、何をねらってい

るのかということについて公共性が多様にあるわけですよね。ですから、そ

れをきちんと分けた議論をしないといけない。大きく言うと、まず、直接的

に、非常に明快に経済効果があり、かつ税収で回収できるもの、民間事業で

回収できるときは民間でやればいいんですけど。民間事業で回収できなけれ

ば税収で回収できるという一番プリミティブなものがあって、次に、税収で

も回収するのは、ちょっと全部は補捉しないけど、ＧＤＰ自体は上がると。

要するに、国全体としては経済的に雇用が活性化するものと。３番目に、Ｇ

ＤＰが上がるんじゃないんだけれども、実は、安全・安心みたいに、ちょっ

と間接的にどう計算しても何通りも答えが出てくるようなものだけど、おそ

らく国民的な合意としてはやってほしいというものですね。最後に、国民的

な合意のところが文化・趣味の世界で、国の品格だみたいなですね。だけど、

一部の人はそのことが非常に重要だと思っていて。例えばある政治家の方が

「これは国民の品格だから、やるべきなんです」と。直接のリターンもなけ

れば、要するに、全員で納得いただけるのは全員の利害とは言えないかもし

れないけど、必ず今やっておいたほうが後世のためだとか何とかって政治家

の方が言って、その方が当選すればやるような、一種の全員の利害、電線地

中化はその典型だと思うんですけどね。そういうものと違うと思うんですね。

その４つを一緒にして議論がどうも今までなされているんですが、公共投資

というのは、あたかも税金で回収できないから、ＧＤＰが上がらなければ公

共投資ではないという話の延長を、逆に言うと、ケインズ的なものは何でも

公共投資だという議論を招きかねないのでありまして。逆に言うと、ほかに

も立派に効果がある公共投資を、あたかもケインズ的な意味しかないという

ふうに決めつけて、逆に攻撃するということもあるわけですよね。私の意見

としては、単にケインズ的なものであれば、公共投資とは言ってはいけない

のではないかと思っておりまして、どうなんだろうかというお話です。 

 それと、今の話と同じく、今度は世の中で言われていることには、やって
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いるエージェントが適正かどうかという議論が、それがそもそも必要かどう

かと混同されている議論があります。高速道路議論は、道路公団というもの

が適正に運用されているかという議論と、高速道路は必要かという議論を全

く一緒くたにやっていた。社会保険庁の問題は、では、イコール社会保険庁

が例えばいろいろな問題があったから年金をやめろという議論なのかと。わ

かりますね。というふうなところが、エージェントの問題と、そもそもやっ

ている事業の問題がまた混同されていると。私はエージェントに問題がない

と言っているわけではありませんで、それはちゃんと分けて議論をすべきで

あると思うわけであります。 

 そういうふうな観点から分けて議論をすべきだと思う。大変偉そうなこと

を申し上げて。ただ、そこで一つ確認しておきたいのは、公共投資の定義は

どうなっておるんでしょうか。投資というと、どうしてもリターンがあるも

のを投資と言うわけで。本来、公共投資という用語自体が社会資本整備とイ

コールではないと私は思うんですが、その点はいかがなものなんでございま

しょうか。専門家の方のご意見を、定説を教えていただきたいと思います。 

【内田政策課長】  おっしゃるとおりでしてね。例えば、今、藻谷委員が

４つに分類されていましたけれども、私どもも、先ほどちょっと井出委員に

もお答えしたとおり、今日の資料は、別に私どもの主張をしているわけでは

なくて、私どもが作った資料も多いわけでございますが、世上こういう資料

で議論がされているということについて今後ご議論をいただきたいという趣

旨でございます。 

 したがって、こちらに書かせていただきましたように、今に至って国土交

通省がＧＤＰ効果があるということを主張したいという意味ではなくて、逆

に、今ある資料は、戦後のキャッチアップを通じてこういうのが主として…

…。もちろん、いろいろほかの便益の指標も各事業担当分野を開発しておる

んですが、まだまだ定説がないといいますか、その乗数効果等に比べてない

なと。したがって、逆に、豊かさとか国の品格とかそういう部分も含めて、

それでは何なのだという立証責任がむしろ我々に課されているというふうに

考えておりまして。大いにご議論をいただきたいということでございます。 
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 それから、先ほど藻谷委員のご発言ありました、主体と事業の必要性の論

議もはっきり分けて、これも、私どもはむしろ全く同感でございます。ひと

つよろしくお願いいたします。 

【金本部会長】  いろいろな混同している方もいらっしゃるかと思います

が、それぞれの分野でやっておられる方で、私のこれまでつき合った範囲で

すと、そんなに混乱している人はあんまりいないような気がいたします。Ｇ

ＤＰを押し上げることだけが効果であると思っている人もおりませんし、環

境とか安全に対する効果が、貨幣換算できないと思っている人もいないとい

うことで、そういった効果も含めて、ストック効果として、可能な限り評価

をすべきだというふうなことだと思います。ただ、実際問題として、環境の

便益は推計誤差が非常に大きいものですから、実際にそれを推計して数字を

国民に示しているケースはあまり多くはありませんけれども、そういうこと

が意味がないと思っている人はほとんどいないのではないかという感じがい

たします。 

【上村委員】  上村でございます。 

 今の公共投資と社会資本整備という言葉の私の理解は、公共投資というの

を財務上のそういう投資というような直截なものではなくて、もう少し未来

社会に対する投資というようなことで公共投資という言葉がたぶん日本の中

で使われ始めたんじゃないかなというふうに理解をいたしております。でも、

今おっしゃった経済的合理性と公益とのバランスをどういうふうに絶妙に取

って社会資本整備を進めていくかというところは、非常に鍵のポイントのと

ころだと思います。 

 現在、戦後５０～６０年の大決算というか大棚卸しに社会があるわけだと

思います。そういう大きな転換期の中で社会資本整備のあり方をもう一度考

えていくというこの計画部会はその根幹になると思うんですが、未来はもち

ろん予測しきれないものではありますけれども、予測しきれない未来をどう

いうふうに予測し、かつ、あらまほしき社会ビジョンをどうつくるかという、

それを「日本２１世紀ビジョン」で今やっていらっしゃるということなんで

すが、こことの項を抜きに社会資本整備を進めるというわけにはいかないん
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だろうと思いますので、今日の資料でも「日本２１世紀ビジョン」について

も少し資料がありますが、どういうふうにこれから日本を持っていこうかと

いう、こういう社会をつくっていくためにこういう社会資本は必要なんだと

いう、そういう足腰を支えるものという考え方になるわけですから、この項

をもっと連携強化して、次の委員会でも、また、どんな課題になっているの

かも知っておきたいなと思います。 

 しかし、戦後５０～６０年たって、今、社会資本整備、現状認識としてど

んなものが一体整備されてきたのか、これも今日の資料に少しありましたけ

れども、もうちょっと知りたいなと思います。まず、今どうなっているのや

ということですよね。それが、その耐用年数を経てもう不要になってしまっ

ているものもあれば、社会的にもう要らなくなっているものもたくさんある

でしょうし、いやいや、まだまだ足らないものもあるし、まだまだ欲しいも

のもあるし、まだまだ理想に近づくためにはこうだというふうには、まずち

ょっと今の現状認識をもう少し明らかにし、かつ実績上との項ということで

すが。 

 私はぜひ取り上げていただきたいのは、この大きな社会変化の中でも、産

業構造の変化、これは本当に大きゅうございます。この小泉構造改革の何年

間の中でもそうですが、大きく日本が今産業構造が工業生産、いわゆるモノ

づくりの経済から完全に消費を中心とする消費・金融・株主中心社会にフェ

ーズがもう完全に変わってまいりました。そしてまた、日本がずっと輸出型

でございましたけれども、完全に輸入型になっております。そういう産業構

造の大きな大きな変化の中で、社会資本整備がそれこそ耐用年数が過ぎて今

は不要になっているものもたくさんありますし、新しい経済の足腰を支える

ためにもっともっと急いで重点投資しなくちゃいけない。特に、この中では

活力という欄に港湾の整備とかいろいろな整備とかあるんですけれども、私

は特に物流関係の仕事をしておりますのでつくづく思うんですが、この物流

を取り巻く大きな変化に全くハードがついていってないというのは、制度も

そうですが、社会資本整備がついていってないということを日々感じており

ます。単に国際競争力に打ち勝つためというよりも、日本の産業構造が変わ



 28

って、何でこれから食っていくんだというという本当に切実なところで本当

に転換しませんと、特に社会資本整備というのは２０～３０年かかりますの

で、もう後追い後追いになってきますから、放っておいたら、できた頃には

また陳腐化しているということになってしまいますので、ぜひ未来を構想す

る、未来を夢見る力を忘れないようにして、今現在、量がどうかということ

よりも、未来志向で未来から現在をたぐり寄せて必要なものを今準備してお

くという、そういう観点でぜひ協力をいきたいものだと、そういうふうに考

えております。 

 以上でございます。 

【金本部会長】  何か事務局からこれについてございますか。 

【内田政策課長】  特にございません。 

【金本部会長】  なかなか将来を見るというのは難しいもので、私は経済

学者ですが、経済学者はエコノミストと違って予測をしない人種だというふ

うに言われていますが、上村委員の予測もお聞きしながら、これから検討を

させていただければと思います。 

【小幡委員】  まず、第１点でございますが、先ほど、近頃、災害が多い

のに、安全・安心という面について多少薄いトーンではないかというご指摘

が委員からございましたけれども、私も多少そういう感じは抱いております。

公共事業、今は社会資本整備と言いますが、逆風の時代といいますか、財政

が悪くなったあたりから、もう公共事業についてはほぼ終わっていて、これ

以上はやる必要はないのではないかという、何かそういう雰囲気の時代がず

っと何年間か続いていたような気がしますが、私の感覚では、ここ一、二年

でございましょうかね、非常に想定外といいますか、異常気象とかもあるの

かもしれませんけれども、大変災害も多いということがあって、何となく国

民の間で、やっぱり自分のまさに基盤となるところというのが、本当にきち

んと整備しきれているのかということについての多少不安感というのが生じ

ているのではないかと、そういう多少変わってきている状況が今あるような

感じがしております。 

 だからといって、ただ公共事業を増やせという話では元と同じになってし
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まいますので、それはやはり転換していかなければいけないわけです。ここ

にも資料６の２２ページにございますけれども、新しいコスト意識で全く構

造改革してやっていこうというのも一つの取り組みで、これは大変すばらし

いことだと思いますし、特に地方が現実に何か事業をしなければいけないと

きにも、国交省のほうで、その基準を安全の観点から高いレベルのものにし

ているために結局高コストになるということがあって、でも、つくらないよ

りよいという感覚はどうしてもあるので、そこは多少コスト意識を前に押し

出すような形での発想を転換した公共事業をしなければいけないと思います。

さらにそれだけじゃなくて、ハードだけではなくて、ソフトの面で災害はも

ちろん防げるかもしれないしというその両面で。ですから、従来型をただそ

のまま復活すればよいということでは私は絶対ないと思いますが、多少そう

いう変わり目の雰囲気があるかなという感じがしますので、そこのトーンの

出し方は計画でもあるのではないかと思っております。 

 それからもう一点は、建設省と運輸省が一緒になったのはもうだいぶ前に

なりまして、ここの計画部会でも、まさにその良い点が出ればよいと思うの

ですが。前からよく言われていることでございますが、道路と重要港湾と空

港と、日本という国の中でどういうふうに整備をしていくか。地方はみんな

空港を欲しいと言うわけですね、地方空港を。ですが、そんなにたくさん空

港がはたして要るかということもありましょうし、港湾も、先ほど上村委員

からございましたように、必要なんですけれども、どこにどうやって配置し

ていくかと。やはり重点的にきちんとしたものに投資していくとすれば、そ

こら辺りの調整が要る。道路・鉄道・港湾・空港、その辺りはきちんと計画

で示していかないと、私、地方分権もやっておりますが、本当に核となるも

のについてはやはり無駄になってはいけないわけでして、限られた資源です

ので。計画部会としてここで調整するのですよねという質問なのですが。 

【内田政策課長】  まず、事務局のほうからよろしいでしょうか。第１点

の点は、大変、ああ、そうなのかという感じがいたしまして、私どもも当然、

ちょうど昨年の９月に北側大臣が就任されたんですが、それから地震、台風、

それから、ここ数日前の鉄道事故とかありまして、やはり私どもも、防災減
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災とか安全・安心が最大なテーマだというふうに大臣を含めて考えておりま

す。おそらく今日の資料の側面は、あるいは当然過ぎて少なかったのかもし

れませんし、また一方では、先ほどまさにおっしゃったように、私どもがこ

れであんまり大変だと言うと、また、これを奇貨としてというふうな、よく

言われますので、そこにティミッドになっている面もあるのかもしれません

が、ここ１年でそういう潮目が変わりつつある面をご指摘いただいたのは大

変重要なことだというふうに考えております。 

 それから２番目の道路にしろ港湾にしろ省の中での配分の問題みたいなも

のは、もちろん最終的には予算過程で配分されていくわけでございますが、

社会資本整備重点計画では、その前のいわばアウトカム指標ですね。一種横

断的なあれでございますので、今回の指標の中にもございますし、また、今

後の指標の見直し等をご検討いただく中にも、当然そういう論点は入ってく

ると考えております。 

【山内委員】  今、小幡先生が言われた点に関係しているんですけれども、

まさにさっき丸山局長が言われたように、アウトカムの指標で計画を作られ

る。これは行政の全体的な流れの中で総合的にいろいろ手法を組み合わせて

目的とするアウトカムを出していくということ。特にこういう社会資本整備

のケースなんかは、いろいろな重点項目の中でそれをどう組み合わせるかと

ても重要だと思うんですけど。前回の平成１５年のこの計画は、確かにそう

いう形にはなっているとは思うんですが。ただ、私は幾つかのより具体的な

社会資本整備について議論したときに、それがまだちょっと徹底してないと

ころがあるんじゃないかという気持ちを持っています。 

 もちろん、もう随分以前から、例えば今ありましたけれども、道路整備と

それから主要港湾の接続問題とか、こういうのは随分前から言われてやられ

てきているんですけれども、特にここが具体的にこうだという話ではないん

ですけれども、それでもやっぱりもう少し例えば事前に調整をしていく段階

から緊密になったほうがよかったんじゃないかとか、何かそういうことも感

じることはあるんですね。だから、今回、次の計画に向けては、それをどう

いうふうなシステムとか、どういうふうなインセンティブをつくったら、そ
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れがうまく機能するかとか、何かそのへんからご議論をしなければいけない

のかなという印象をちょっと持ちました。 

 以上です。 

【金本部会長】  よろしいでしょうか。 

 安全については、ハード対策だけではなくて、いろいろな対策を組み合わ

せるというのは、実際に既にかなり行なわれておりまして。たぶん、この部

会のいつかで何かの災害のときでご報告いただいたような気がいたしますが、

それがこの整備計画とかパフォーマンス資料の組み立ての中にうまく入り込

むようになっているかというと、なかなか難しい面があるのかなという気が

いたします。ただ、せっかく成果指標にしたので、ハードだけではなくて、

ソフト的な対策も含めてその中に盛り込めるようなことを工夫できればいい

なという感じはいたしております。委員の皆様方も何かいいアイデアがあっ

たら、提出していただければと思います。 

 そのほか、何かございますでしょうか。 

【黒川委員】  これは第１回目の重点計画をつくって、ちょっと感想なん

ですけど。最初作ったときに、アウトカム指標を作ろうというので、わりと

拙速で、何しろ時間内につくらなければいけない。今思いつくのはこんな指

標だと、こういうのでやったのが実態じゃないかと。我々も「それでいいじ

ゃない」というふうに言った責任はあるとは思うんですが。いろいろ考えて

みると、今度は逆にこういうアウトカム指標が出ちゃうと、それぞれを達成

すればいいという概念。さっきの井出委員の話なんかも、全体がどういうふ

うにリンクしているんだろうかという話がないとまずいかなと思います。 

 というのは、今日いただいた資料６の１４ページで、「求心力のある市街

地と自然共生型の郊外部の形成」と、これはものすごく総合的なことを考え

ないといけないんだけど。でも、こっちでバリアフリーの普及率なんとかと、

あるいは無電柱化なんとかというのをやると、何か人が住まないと無電柱化

していくし、バリアフリーもあんまり関係ないところまでやっていけばいい

というふうに、今度、担当セクションはそれだけになってきますからね。本

当にそういうことをやっていいのか。むしろ、そこはそうしないで、さっき



 32

の問題ですが、何が公平かとか公正かというときに、そういうところまで本

当にそういう公共サービスを提供するべきかどうかというような議論がどこ

かに来ないとまずいんじゃないか。むしろ、こういうふうに政策として、日

本は大都市圏はこうする、中核都市はこうするというのは、戦略目標として

あるならば、それに合致するときはいいけど、そうじゃないときは、そうじ

ゃないというような議論がどこかでされるべきじゃないかというふうに思っ

ているので、だんだん言っていると、我々委員の責任となるのでつらいんで

すけど。 

 以上です。 

【金本部会長】  特にお答えするようなことはございますでしょうか。 

【藻谷委員】  実は、先ほど言い忘れたというか、違う視点でこ２つだけ。

これまた、ご議論のネタ出しにということなんですが。先ほど、私が何か偉

そうに皆さん専門家を前に素人考えで、こういうふうに公共投資は分かれる

んじゃない？ みたいなことを言いましたけれども、大体誰が考えてもそう

なのかと改めて安心したんですが。その話と、世間で、特に「日本２１世紀

ビジョン」で出てきた話は、財政制約があるのでどうするかという話でした。

私がその席上、力足らずながら、皆さんにちゃんと説得できなかったんです

が、つくづく考えていたのは、投資するお金が足りないということと何が必

要かという話を一緒に議論するのは良くないんじゃないかということでござ

いました。つまり、何が必要かということが、金が幾らあるか次第で変わる

という考えそのものがはたしていかがなものかと。逆に言うと、お金がない

ので、急に公共投資をしない。じゃあ、お金が非常にたくさん入って来たら、

どんどん何でもいいから、あればやるのかということになります。そこらあ

たりが、こういうところではなくて世間一般では完全に混同されていて、金

がないから投資をするのは悪だと。じゃあ、金があれば投資をするのは善だ

というような話になっているのはおかしいと僕は思うわけです。逆に裏返し

て言いますと、どんなに必要な公共投資であっても、現実にお金がない場合、

じゃあ、それをやるかということは、企業社会であれば、例えばこの会社の

ためには絶対にこの工場のこの機械を今取り換えなければいけないと。とこ
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ろが、現実に今それをやると倒産すると。倒産したら元も子もないので、仕

方ないからだましだましやっていましたと。結果的に、そのリスクを取って

事故が起きるかもしれませんが、起きないかもしれない。お金が現実にない

という話と、それから、どの公共投資をするという話は分けて考えて、ただ、

結果としては、仕方ない、現実的に考えると絶対必要なんだけど、お金があ

りませんということが現実にあるというふうに、つまり、きれいにすっきり

いかないということをまず基本的にもう少し国民の人が理解するような発信

ができるといいのではないかと僕は思う。国民と偉そうに言いましたが、こ

の審議会自体はどういう考えかわからないんですが、また、ご意見を伺いた

いと私は思います。 

 最後にもう一点だけつまらない話ですが。それともう一つ全然違う話で、

ユーザーから見て使い勝手がいいかどうかということが、意外に世の中では、

お金がないから公共投資をするのはけしからんという話と混同されていて、

よくよく聞いてみると、単に使い勝手が悪かったので、本当は必要なものだ

けど怒っていたというようなケースが多々あるわけであります。それはつま

り、ユーザーから見た使いやすさというのは、例えば本来の経済効果には全

然関係ないこともあります。 

 例えば羽田空港に行きますと、今、第２ターミナルができました。第２タ

ーミナルがＡＮＡで第１ターミナルがＪＡＬというのは有名な話であります

し、諸外国であれば、必ずターミナルがあれば、その前に必ず航空会社名を

書いてあります。ところが、羽田空港は道路側から行くと書いてありません。

こっちがＪＡＬでこっちがＡＮＡと書いてないんですよ。だから、初めて行

くタクシーとかはわからないんです。ましてや、個人は。日本ではそれは公

共物ですから会社の名前は書いちゃいけないんですという理屈になっている

はずなんです。ところで、それはユーザーはどっちを求めているかというこ

とを全く見ていない議論です。国対一般企業という観点しかなくて、利用者

の観点がないんですね。それをもってして、じゃあ羽田第２ターミナルは無

意味な投資だったかと。あれはそもそも三セクだと思うので、公共投資と言

えるかどうかわかりませんが、無意味な公共インフラだと言う人はいないと
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思う。あれは絶対ＧＤＰを増やしていると思うんですよ。単にインターフェ

ースが悪いだけのことで、悪口を言っているか、怒らせるということも世の

中には多々あるわけでして。瑣末な観点だとは思うんですが、本来の経済効

果とか、お金がある・なしというのを別なところで、最終的にちょっとユー

ザーから見た観点で、こういうところのちょっとした改善が需要というか、

基本哲学のほうがちょっと違うんじゃないかという議論をどこまで言えると

いいなと思っておりましたので、最初に偉そうながら言わせていただきまし

た。大変失礼しました。 

【金本部会長】  そういう視点も非常に重要だと思います。 

【松田委員】  当面の検討課題というこの分け方ですけれども、極めて網

羅的に必要な検討項目を出していらっしゃると思います。確かに一点安全性

への言及がちょっと弱かったかなという気はします。このいろいろ挙げてい

る中で、チラッチラッと公共事業を増やしたいなという本音がすごくのぞい

ているのがいいですね。まあ、そんな感想を持ちました。 

【金本部会長】  そうかどうかはちょっとあれですが。 

【宮本委員】  実は今おやりになっている重点目標との関連が少しわから

ないんですが、この重点目標を私たち検討したときに、とてもいい４つの分

類だったと思っているんです。暮らしと安全と環境と活力。これとの関連で

次期の計画のほうはどうなるかというのがちょっと分からなくて、この重点

目標の項目は次期にもぜひ大項目として入れていただきたいというふうに思

います。 

【磯部委員】  防災と環境の２点について意見を申し上げますけど。まず、

防災の件については、先ほど部会長もおっしゃられたように、ハードとソフ

トを組み合わせて、より安全であり、安心を得られるような格好にするとい

うのが基本的な方針だと思います。そのときに、やはり指標が単一的だとこ

れは難しくなってきたのではないかというのが私の感想でして。想定外力以

内だったらハード的なもので防災できるので、それは守れますということで

言い切ってしまえばいいと思うんですが、その想定外力を超えたとしても、

いろいろな手段があって逃げられるとか、情報を瞬間的に伝えるとかという



 35

ことがあって、何とかなりますというのも、これは安心という意味からする

と非常に大事なことで。それをうまく指標にしてやらないといけなくて、こ

れはそういうことを新たにちゃんと考えるべきではないか。今の指標ですと、

ハザードマップをどれだけつくるとか、そういう格好になっているんですが、

それは必ずしも先ほど出た意見と似ていますけど、一般の人が見て安心とい

うところにはそんなには直接はつながらなくて、ある程度の津波だったら防

潮堤があるから大丈夫ですと。それを越えたとしても、ちゃんと逃げる時間

があるから大丈夫ですとか、いろいろな言い方があると思うんですね。それ

を何か指標的なものにしていくという努力が要るし、それを達成するために

実際に努力をすることも必要ではないかというふうに思います。 

 それから環境のことですが、これは環境を自己目的化しようというのが基

本的な方向性だと思います。道路も鉄道も欲しい、空港も欲しいというのは、

これは当たり前の話で当然なんですけれども、それをやり、さらに防災もや

っていったときに、環境はどうなってしまうんだろうかというのがやはり普

通の市民の感覚としてはあると思うんですね。指標としては、また、この環

境についても幾つか考えてありますけれども、それはある意味では、いつで

も防災とか、それから開発のために犠牲にされてしまうのではないかという

危惧がやはりあるのだろうと思います。それを消すためには、ここには環境

部会というのが別途あるようですけれども、環境というキーワードと計画と

いうキーワードを２つ合わせたようなそういうものが必要で、その環境につ

いてサステイナブルな何かちゃんと将来像を考えていますというそういうこ

とをきちっと示していかないと、干潟を何ヘクタールつくりますとかそうい

うことだけを言っていたのでは、環境全体が良くなるというふうには信用し

てもらえないのではないかというふうな気がしまして。そこは環境というも

のはこういうもので、特に環境と計画を足し算すると、やはり特定の場所と

いいますか、空間といいますか、そういうものが出てこないとなかなか東京

湾はどうするのか、首都圏の環境はどうするのかというそういうところまで

出てこないといけないので、ここではそういうことを議論する場ではないの

かもしれませんけど、どこかでそういうものがきちっと最終的には保証され
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ているというような、そういうシステムをつくり上げて、その中でこういう

環境整備をしなくちゃいけないんだということをやらなければいけないと思

います。そうすると、それぞれのいろいろな局とかいうところの中にナント

カ環境課とか環境室とかいうのがあると思いますが、そういうことのやって

いることが将来に続くというのが明確化されるのではないかと思いますので、

やはり環境の全体像といいますか、計画といいますか、そういうものはきち

っと示すべきであろうと思います。 

 以上です。 

【金本部会長】  非常に重要なご指摘だと思いますので。１つは、黒川先

生が急いでつくった資料だというふうに言われましたけれども、そんなにバ

タバタつくったわけではなくて、政策評価の制度の絡みでだいぶ前から用意

していたやつをかなり使っていますので、それなりの時間はかかっている。

それなりの時間をかけても、あの程度のものしかできなかったというのが実

態だと思います。その点、なかなかこういうパフォーマンス資料を充実する

というのは難しいということがあって、それで何をするかということが１つ

ございます。 

 その関係で、指標について外側から言われている話は、客観的な定量的な

指標でなければいけないというのがあって、それに非常に制約がかかります

と、今、磯部先生が言われていたような安全とか環境について、実際の政策

や社会資本整備と直接関係できるような指標をつくるのはなかなか難しいと

いう状況があります。そこで何をするかということですが、一つの可能性と

しては、磯部先生がおっしゃるように地域をもう少し細かく見ていったよう

なことをやるか。それは大変で、これからできるかどうかというのはわかり

ませんが、それは一つの可能性だろうと思います。 

 もう一つバックグラウンドとして、事務局が今日説明しなかったですが、

政策評価制度の絡みで、評価と予算の関係を密接にするという方針が出てい

て、その絡みで、財務省のほうは施策単位で予算書をつくって評価と絡める

というふうなことが出ています。それにたぶんこれが絡んでくると思います

ので、かなりドラスチックに施策に対応する資料をつくって、それを測定を
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して評価をしていくということにせざるを得ない。これはなかなか難しくて、

委員の皆様方の英知を入れていただかなければいけないといった状況になろ

うかと思います。 

 すみません、ちょっと時間を取りました。 

【水山委員】  公論なのか、皆さんの中では常識なのかちょっとわからな

いんですけれども、これまで住民があったり、都市があったり、産業があっ

たりして、これが必要だ、まだまだ足りない、ずうっと追いかけてきたんで

すけれども、そういう意味ではまだまだ足りないんですね。三位一体もあっ

て、今後の方向を考えると、ますますそのユーザー側の細かい話が出過ぎて

くる可能性があって。ここでの議論をあんまり限る必要もないんだと思うん

ですけれども、もっと基本的に国がやるべきことを議論して、逆に、それに

併せて、私も防災の専門なんですけれども、そんな危ないところに住んでい

る人のために、まだ堤防が足りないという話をするんじゃなくて、もうこう

いうぐあいにするから、自分で考えてくださいよという、そういう方向へ誘

導しないときりがないんじゃないかという気がして、先ほど、高齢化の話、

人口の減少、お金の話も含めて、せっかく曲がり角なのか、次の展開かわか

りませんけれども、変わってきたので、もうちょっと変わったようなものを

受けたような基本的な計画にやっぱりいくべきだろうと。ちょっと細かいと

ころに行き過ぎて、もちろんそれぞれの場所では環境も考えるんですけど、

場合によっては、例えば極論を言うと、海岸線はいっぱいあるわけですけど、

このくらいしか守りませんよと言ったら、そこにしか人は住んでこないと。

そんなふうな展開をしないと、これはいつまでたっても後追いを続けるんじ

ゃないかなと思うんですが。 

【金本部会長】  そういうこともたぶんここで検討する必要があろうかと。

ハード、ソフトをどうするかということの中には、その手の制度がつくれる

かどうかということも入ってくるのかというふうに思いますが。 

【水山委員】  道路もそうですけれども、逆に言うと、ここまでしかやり

ませんよというのがあって、経済なり、住民なり、都市なりがついて来ると

いうのもあるんじゃないかと思うんですけどね。 
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【三井委員】  いろんな切り口がこの社会資本整備にもありますけれども、

私は一点だけちょっと申し上げておきたいんですけどね。今年の『国土交通

白書』で、初めて東アジアについてわりと長く記述してありましたね。これ

はすごく刮目をしたんですけれども、もともと公共投資論というのは、一国

主義でやってきたわけですね。ただ、最近はこれだけではとても間に合わな

いと。したがって、そういった意味でとりあえずかもしれないけど、東アジ

アについてかなりメンションしておられるというのは私は評価をするんです

けれども。 

 それから、今回のこの課題の中でも、２つ目の箱の中の２番目にそういっ

たことを検討課題として取り上げたいといっていることに対して、もう少し

国土計画とリンクする形で、例えば国際分業をみんなしているわけですけれ

ども、デリバリーを含めて我が国土をどういう形で変えていくのか、つくっ

ていくのかとかですね。あるいは環境問題で言うと、隣国との問題がありま

すよね、クラリベイトの問題とか、あるいは黄砂とか、そういった問題を日

本国内の問題にも関係するので、対外的な投資と言うのはちょっとおかしい

んですけど、そういった観点も必要ではないかとか。あるいは観光交流とい

うことになると、どういう形で日本のまちのつくり方、あるいは地方のつく

り方というのがあるのかとか。そういうことをもう少しどんどんやってみた

らどうかなというふうに思います。 

 そして、国交省は従来からもハードは大変強いんですけれども、ソフトを

かなり気にして産業政策とか、環境政策とか、あるいは交通なんかで言うと、

成田で空港着陸料だけが問題になっていますけれども、本当は都心に来るま

での時間・距離とか、コストとか、そういったことのほうが海外から来る人

から見ると問題点だと思うので、そういったソフトを含めてどういうふうに

したら使いやすいのか、人々が喜んで使えるのかと、そういった形をもう少

し頑張ってお勉強していただきたいというふうに思います。 

【残間委員】  何のためにこの計画部会というのがあって、どの領域をど

のようにカバーして、委員に何をやってほしいのかということをはっきり明

示した方がいいのではないかと思います。ここまでの話を伺っていると、国
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交省のお家の事情とか、社会資本整備あるいは公共事業に対する批判のさな

か、反省したり、逡巡したりしているのは解りますが、問題点の抽出があま

りにも茫漠として広過ぎて、時間の無駄とは言いませんが、そちらの整理の

仕方に、ある種誘導したい思惑も見え隠れはしているのですが、どこを着地

点にしたいのかが判らない。何から何まで全部やるのはおそらく難しいです

よね。世界的な情勢、価値観の変化、あるいは気象に代表される我が国土を

取り巻く諸条件の変化。それらの情報を提供していただきたいと思います。 

【金本部会長】  私が事務局の代弁をするわけではないんですが、もとも

とこれは各社会資本分野で５ヶ年計画があって、それがいろいろなご批判が

あって、全部まとめちゃってこういうものができたと。最初、残間さんにも

入っていただいて作ったわけですが、これからどうしようかなというので、

たぶん事務局もいろいろ考えて、あるいは悩まれておられて、こういう異例

に早いタイミングで検討をスタートして、これからもっといいものをつくろ

うということかと思います。 

 きょうは、とりあえず私のイメージですと、ブレーンストーミングセッシ

ョンで、どういう検討課題があるかなということを皆さんに出していただい

て、これからしばらくかけて具体的なものを出していくということかと思い

ます。 

【村上委員】  環境の問題で少し指摘したいことがあります。ご存じのよ

うに、先進国では都市人口の割合は大体８～９割でございます。従って社会

資本整備といいますと、都市環境の整備ということが第一義的に重要である

と思っております。最近の都市環境は、ヒートアイランドを初めとして大変

な深刻でございます。シックハウス、シックビルという言葉がございますけ

れども、私は近年の都市環境に対してシックシティという言葉を使っており

ます。都市環境の悪化は東南アジアに共通しておりまして、ヨーロッパの都

市に比べて非常に見劣りがします。資料５のこれからの取りまとめの中にも

環境問題は入っておりますが、環境問題一般じゃなくて、都市に少し集中し

た施策が必要ではないかと思っております。都市の環境問題は非常に多面的

でございますが、私は常々２つの側面を指摘しております。１つはクォリテ
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ィーを上げる話です。もう一つはロード、負荷を減らす話です。例えば温暖

化防止のために炭酸ガス排出を減らそうというのは、ロードを減らそうとい

うことでございます。緑を増やしましょうというのは、クォリティーやアメ

ニティを向上させようということでございます。そういう２つの側面をはっ

きり整理して戦略をつくったほうがよろしいんじゃないかと思っております。 

 今、中国で非常に問題になっていますのが、都市人口の増加です。中国の

場合、都市に住む人は田舎に住んでいる人に比べて３倍以上エネルギーを使

っております。だから、これからの都市環境計画には、エネルギー消費とい

うロードは増やさないで、環境のクォリティーを上げるという工夫が大切で

す。そういうような観点に立って社会資本整備をしていくことが必要である

と考えております。 

【金本部会長】  そういったことについて、社会資本整備をどうするかと

いうこともございますけれども、我々の課題は重点計画の仕組みをどうする

かということでして、そのための指標をどうやってつくれるかということに

ついてお知恵を出していただくといいのかなというふうに思います。 

【廻委員】  平成１５年に参加したときから、もう月日がたつのがこんな

に早いかという感じなんですが、この重点目標の指標の一覧を今つらつら見

ていたんですけれども、そのときに、２年前に委員会で議論したときから２

年たつと、何となくこういうものというのは少しずつ色あせてくるんだなと

いうちょっと印象がありまして、時代の流れが本当に早いということなんで

すね。２年前からいろいろなことがありましたので、２年前のときと状況が

本当に変わっているので、そのことを改めて確認したような感じなんですが。 

 それで、ちょっと一つ思うんですけれども、この中で、指標のいろいろな

パーセンテージとか、何とかをつくるとかそういうのがあるんですが、これ

の先ほど黒川先生がおっしゃったように、全体でパーセンテージを上げたり

下げたりすればいいものと、かなり全体でパーセンテージを上げてもあまり

意味がなくて、どこにとか、地域とか、どの地域にということが非常に重要

である場合と、これが一緒になっちゃっているので、ものによってはもう少

し中を分けたほうがいいのかなという印象が１つと。 
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 それからあと、タイミングが、平成１４年から平成１９年に全部バッと揃

っているんですが、これは２年たってみると、これもかなり前倒しにしたほ

うがいいものと、もうちょっと後でもいいものというものがちょっとずつ変

わってきているのかもしれないという、これはちょっと検証してもいいのか

なという気がいたしました。 

 この次に、今、中間に向けてなんですけれど。そのタイムスパンを画一的

に５年じゃなければいけないのでしょうか。あるいは……。それがすべての

大体国勢調査でも何でも５年とか７年とか、いつも昔どおりやっているんで

すけど、何かちょっと時代に則してないような。則するものと、もっと早め

たほうがいいものと、もっと広いスパンで見たほうがいいものといろいろあ

るのかなという気がちょっとしました。感想です。 

【金本部会長】  なかなかそのへん横並びを崩すというのは難しい面もご

ざいますけれども、５年が全然間尺に合わないというときには何らかの対応

をせざるを得ないかなと思います。 

【内田政策課長】  次回は、おそらく７月にまた計画部会の場で、２回目

の評価が出てくると思いますので、それをご覧になれば、おっしゃるように、

前倒しできるかとか、本当に５年でこの調子で、この政策のままだとできる

のかみたいなものがだんだんばらつきが出てくると思います。また、そのと

きにもご議論をいただきたいと思います。 

【越澤委員】  時間もありませんし、ごく短く申し上げます。計画部会は、

今日の資料４を拝見しますと、年に１回かせいぜい２回ということで、そう

いう前提でお話ししますと、それを少し分科会のほうに委ねて議論をしてい

ただいて、報告として受け取ることと、この計画部会でないとどうしても国

としてのオーソライズといいますか、あるいはやったということができない

ものがいろいろあると思いますので、そこらへんを少し上手に分けて、我々

のほうに、きょうはこの分は報告ですということで、この分は議論をしてほ

しいというのを、いろいろ切り分けてほしいなと思います。 

 それから、指標について言えば、先ほど黒川先生のお話にありましたが、

これは一応作ってみたことに大変意味があると思いまして。ただ、あまり指
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標だけの評価に時間を取られると皆さんも大変疲れますので、これはこれで

作ったことに意義があるんですが、次回は必ずしもこれだけの数要るかどう

かということもありますので、生真面目にやりますと、さらに指標が増えて

しまうという。日々その報告に追われてしまうという、今、大学が法人化す

ると、そういうことばかりやっていまして、日々困ったなとそういうのがあ

るんですが。根本は、要は、必要な国家投資をして、この国家を豊かに、国

民が豊かになるというまさにそれだと思いますので、ぜひその本質を失わな

いように運営をしていただきたいなと思います。 

 それからもう一つは、これは今回４つのこういう大きな切り分けは、やは

りこれはこれで各委員からの評価が高いようで、たぶん、そんなすぐ変える

ものじゃないと思うのですが、どうしても５年スパンで言いますと、国とし

て議論しているときに、少し戦略的な当面５年、１０年をにらんでやるべき

こととか、政策課題が出てくる可能性があるんですね。この４つと少し切り

分けが違うんだと思います。災害問題もそうですし、今ちょうど首都直下の

地震対策をどうするかという中で、とんでもない１００兆円の被害が出ると

かそういう想定もありますが、では、国土交通省として、何らかのきちんと

した政策議論が要るのかどうかとかですね。それから、国際競争力で言いま

すと、例えば中国とかアジア各国も日帰り出張の時代になりつつあるような

気がするんですが、その場合に、一体今のこの議論を、問題が羽田の４本目

とかそういうことだけなのか、いろいろなことがあると思いますので、それ

を少しフリーに懇談会みたいので議論をしたほうがいいのか。あるいは少し

きめ細かく議論するのがいいのか、それはちょっと私もよく分からないんで

すけれども、そこらへんをぜひ皆さんのほうで適宜ご提案いただいて、お呼

びがかかれば我々が協力すると。たぶん、そんなことでしか議論ができない

と思いますので、指標の典型評価は重要ですが、所詮これそのものは計画そ

のものではないと私はないと思いますので、ぜひそういうことで、たぶんい

ろいろ独立行政法人化したいろいろなところの評価委員会を私もやっていま

すけれども、本質は、研究の評価委員会をやっていますと、いい研究をして

くれれば一番いいので、評価委員会の資料がこんなすごい資料になるんです
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ね。たぶん、その苦労だけで大変だなと思いながら、私の大学も同じことを

やっているなと思っていたんですが、どこかで少し本質を失わないようにと

いうことをお願いしたいなと思います。 

 以上です。 

【金本部会長】  もう時間も過ぎてしまいましたが、何か特に一言という

ことがございますでしょうか。 

 今、越澤委員からご指摘があった今後の進め方について、たぶん事務局の

ほうからご提案があると思いますが、それをお願いできますでしょうか。 

【事務局】  ただいま、部会長からお話がありましたが、今後の進め方で

ございます。今後の検討に当たりましては、今回、委員の先生方からもご議

論がいろいろございましたが、詳細な論点などの整理を機動的にご審議いた

だく観点から、この計画部会の下に基本問題小委員会を設置させていただけ

ればというふうに考えております。具体的には、この計画部会の委員の方か

ら１０名程度の学識経験者の方を中心にお集まりいただきまして、課題の整

理をまずお願いをして、その課題に従って計画部会で逐次その整理の結果を

もとにご議論をいただくという形で議論を進めていただければというふうに

考えています。これによりまして、計画部会の委員の皆様にはより効率的な

ご議論をお願いできるのではないかと考えております。 

 事務局からの提案は、以上でございます。 

【金本部会長】  という進め方のご提案ですけれども、よろしいでしょう

か。 

 これだけの人数が集まって専門的な話をするのはなかなか難しいというこ

ともございますので、そういった格好で進めさせていただければと思います。 

 特に私のほうからはございませんので、とりあえず今日の分科会はこれで

終了させていただきます。何か特に事務局のほうからご連絡がございました

らお願いいたします。 

【事務局】  ありがとうございました。 

 それでは、２点ほどご連絡がございます。まず、１点でございますが、本

日の計画部会の内容につきましては、後日、各委員の皆様に議事録を送付さ
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せていただいた上で、ご同意をいただいた上で公表をさせていただきたいと

思います。また、近日中に、速報版ということで、簡潔な議事概要を、これ

は国土交通省のホームページに公表させていただきたいと考えておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

 次回の計画部会でございますが、重点計画のフォローアップと小委員会で

一定のご議論いただいた論点の整理に基づいてご審議をお願いしたいという

ふうに考えておりまして、７月の上旬を目途に開催を予定させていただいて

おります。また、追って日程の調整をさせていただきたいと思いますので、

よろしくお願い申し上げます。 

 事務局からは以上でございます。 

【金本部会長】  それでは、どうも大変お忙しいところをありがとうござ

いました。 

閉  会 


